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組織市民行動と組織報復行動の生起・抑制に

関する連鎖的モデルの検証 1)

田中堅一郎*

A Test of the Sequential Model of Organizational Citizenship 

Behavior and Organizational Retaliatory Behavior 

Ken'ichiro TANAKA 

A sequential model related to the facilitation and reduction of organizational citizenship behavior (OCB) 

and organizational retaliatory behavior (ORB) was examined. The sequential model predicted that organi-

zational justice would influence both OCB and ORB through the mediation of moods in the workplace. 

Two hundred and twenty ]apanese employees completed questionnaires on OCB that consisted of five 

dimensions (interpersonal helping， conscientiousness， considering on the job， supporting the organiza-

tion， and cleanliness)， ORB (intel下ersonaldeviant behavior， sabotage)， organizational justice (procedural， 

and interactional justice)， and moods in the workplace (positive and negative). The results of a structural 

equation analysis indicated that (a) Iρw evaluations of procedural and interactional justice facilitated neg-

ative moods in the workplace; (b) high evaluations of interactional justice facilitated positive moods in the 

workplace; (c) negative moods in the workplace facilitated ORB and reduced the dimension of cleanliness 

in OCB; (d) positive moods in the workplace facilitated four dimensions in OCB excluding cleanliness and 

reduced the sabotage dimension in ORB. These results support most predictions in the sequential model. 

key words: sequential model， organizational citizenship behavior， organizational retaliatory behavior， 

organizational justice， moods in the workplace 

生産性や業績の向上にかかわる従業員の行動は，

産業 ・組織心理学での主要な研究テーマであり続け

ているが， 一方で組織の中核的な職務ではない従業

員の行動も最近注目されている。すなわち，それは

組織の業績に直接結びつく中核的な職務を行いやす

くするための従業員の自発的な支援活動であって，

向社会的組織行動 (prosocialorganizational behav 

ior: Brief & Motowidlo， 1986)，組織市民行動 (orga-

nizational citizenship behavior: Organ， 1988; Smith， 

Organ， & Near， 1983) ，役割外行動(extra-role 

behavior: Van Dyne， Graham， & Dienesch， 1994)， 
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文脈的業務 (contextualperformance: Motowidlo & 

Van Scotter， 1994) として研究されてきた。こうし

た従業員の行動が組織や職場の機能促進に及ぼす効

果は，すでに 30年以上前に Katz& Kahn (1966) 
によって論じられた。彼らによれば，職場の中には

誰の役割でもないが誰かがやらなければ職場の機能

を滞らせてしまう仕事が多く存在しており， こうし

た仕事を誰かが自発的に行ってこそ職場の業務は円

滑に進んでいくとされる。

その逆に，従業員が意図的に自分の仕事を遅らせ

たり，職場の同僚の仕事に故意に悪影響を与えたり
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することで組織や職場の機能を恕くするわ切jも散見さ

れる。こうした行動は，組織内反社会的行動 (antiso-

cial behavior in organization: Giacalone & Green-

berg， 1997)，職場での逸脱行動 (deviantworkplace 

behavior: Bennett & Robinson， 2000; Robinson & 

Benne仕， 1995)，組織報復行動 (organizationalretal-

iatory behavior: Skarlicki & Folger， 1997; Skarlicki， 

Folger， & Tesluk， 1999)，組織におけるリ ベンジ

(revenge in organization: Bies & Tripp， 2001)ある

いはJ[i~場での攻撃性 (workplace aggression: Baron 

& Neuman， 1996) として研究されてきた。こうし

た行動は組織の機能にとって有害であるが，これら

の行動を最小限に食い止めることが組織に求められ

るだろう。

組織市民行動 本研究では.組織機能を促進する

行動として最も多く研究されている組織市民行動を

取りあけることとする。組織市民行動は， Organ 

(1988)によって“従業員が行う任意の行動のうち，

彼らにとって正式な職務の必姿条件ではない行動で‘

あるが，その行動によって組織の効果的機能を促進

する行動 (p.4)"と定義され， しかも“強II]I[的に税

せられたものではなく，正式な給与体系によって補

償されない (p.5)"という行動に限られる。 Organ

(1988)によれば.組織市民行動は 5つの似l[l面(変

他主義.誠実さ.スポーツマンシップ，礼儀正しさ.

市民の美徳)から構成される。愛他主義とは職場で

他者を援助する行動を意味している。誠実さは，組

織における役割要件を超える任意の行動で， 具体的

には出勤時間前に出社する，余計な休憩はと らない

といった行動を意味している。スポーツマンシップ

とは， J[i'æ!~が理想的な環境でないことに不満を言わ

ないといった行動を意味している。礼儀正しさとは，

仕事上の問題が他人に起こらないように配慮するた

めの行動を意味している。そして市民の美徳は，会

社の活動に責任をもって参加1・関与するための行動

を意味している。

組織報復行動 本研究では，組織を機能不全にす

る行動として組織報復行動をとりあげた。その理由

は.身体的暴力や窃盗といった顕現的あるいは社会

的に見て明らかに問題のある行動が日本の職場では

出現頻度が低いと恩われること，そして調査への回

答に対する抵抗感を考慮したためである。組織報復

行動は， Skarlicki & Folger (1997)によって示され，
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職場の他の人々や組織それ自体に恐影響を及ぼし.

結果的に効果的な飢餓機能を損なう，何らかの意図

をもって従業員が行う行為のことである。組織報復

行動の特徴としては，職場での暴力のように人々に

直後危害を力1.1えるほど危険ではないことである。こ

の行動は，制l織市民行動や役割外行動の反対概念と

してと らえることもできる へ これまでの研究では，

組織報復行動は， J[i~場や組織の活動に直後害を及ぼ

す行動と組織の従業員に害を及ぼす行動の2次元か

ら構成される (Bennet& Robinson， 2000; 問中，

2001)。

組織市民行動ならびに組織報復行動の規定要因

組織における公正

これまでの公正研究では，組織における公正は3

側面からと らえられている。一つは， Adams (1965) 

による衡平底!論に代表される分配的公正 (distribu-

tive justice)， Thibaut & Walker (1975)や Lind& 

Tyler (1988)によって示された手続き的公正 (pro-

cedural justice) ，さらに Bies& Moag (1986)や

Bies (2001)が提唱した対人的公正 (interactional

justice)である。分配的公正とは，報酬の分配結果

や決定事項についての正しさに関する個々の知覚で

ある。それに対して， 手続き的公正とは.結果が場

かれるまでの過粍についての正しさに関する個々の

知覚である。対人的公正とは，結果に至るまでにど

れだけ個人的な配庖や誠意が示され偏った対応をし

なかったかといった，相互作用についての正しさに

関する個々の知党である。

組織における公正は，組織市民行動と組織報復行

動の規定袈|王!として最も重要なものの つである。

例えは、， Cohen-Charash & Spector (2001)によるメ

タ分析によれば.組織市民行動と非生産的行動(組

織報復行動も含まれる)に対して組織における公正

(特に手続き的公正)は有意な効果を示した。職場

での従業員の反社会的行動に関してはその原因とし

て，不公正!惑があげられている (Folger& Baron， 

1996)。また，職場で従業員による窃盗 (employee

theft)が起こる理由のーっと しても，不公正!惑があ

げられている。すなわち.従業員が組織の所有物を

2) このことは.組織報復行動尺度を構成する項目内容が組織
市民行動尺度(例えば。 VanDyne， Graham， & Dienesch， 
1994)の逆転項目と類似していることからも伺える。
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私物化したり盗んだりすることによって， J級場での

給与や待遇の悪さによる不公正感を補償すると説明

されている (Greenberg& Sco枕，1996)。

手続き的公正 3つの側面の中でも，組織市民行

動および組織報復行動を規定する要因として最も多

く取り上げられ一貫した効果を示しているのは手続

き的公正である。 Nieho百&Moorman (1993)は映画

館の支配人と従業員を対象とする調査結果から，手

続き的公正が組織市民行動を予測する変数となり得

ることを見い出した。すなわち，自分の会社のシス

テムや手続きを公正だと感じている従業員が組織市

民行動を行いやすかった。この結果は多くの研究で

支持されている (e.g.，Podsakoff， MacKenzie， Moor-

man， & Fetter， 1990; Moorman， Niehoff， & Organ， 

1993;田中 ・林・ 大渓11.1998)。また， Skarlicki & 

Folger (1997)は手続き的公正の欠如が組織報復行

動を起こしやすくすることを見い出した。

対人的公正 Moorman (1991)は従業員の組織市

民行動を高めるのは手続き的公正よりもむしろ対人的

公正の高さであると報告している。 Greenberg(1993) 

によれば，従業員の窃盗が生じやすくなるのは特に

対人的公正が欠如している場合であるとされてい

る。 Skarlicki，et al. (1999)では，組織報復行動は対

人的公正の欠如によって最も起こりやすいことが示

された。

分配的公正 分配的公正の級織市民行動に対する

説明力は， これまでの多くの研究によれば，手続き

的公正や対人的公正と比べて組織市民行動に対する

説明力が小さいかほとんど有意な効果をもっていな

かった (e.g.，Moorman， 1991; Netemeyer， Boles， 

McKee， & McMurrian， 1997; Nieho任&Moorman， 

1993;田中ら， 1998)。組織報復行動に関しても，

Bennett & Robinson (2000)の研究では従業員の職

場での逸脱行動と分配的公正との有意な相関係数は

見出せなかった。これら先行研究の結果は，分配的

公正による組織市民行動ならひ‘に組織報復行動に及

ぼす影響は，手続き的公正や対人的公正に比べて小

さいことを示唆しているので，本研究では分配的公

正は分析の対象から除外することとした。

職場における気分

組織市民行動およひや組織報復行動の規定要因とし

て，最近注目されているのが職場における人々の気

分である。 Weiss& Cropanzano (1996)によれば，

従業員の職務行動には仕事中で、の感情的経験によっ

て直接的な影響を受けるものが多いとされる。社会

心理学研究では，すでにポジティブな気分が援助行

動を促進することがほぼ一貫して認められており

(Carlson， Charlin， & Miller， 1988)ω，ネガ‘ティブな気

分を引き起こす要因(例えば，高い温度や湿度)が

反社会的行動を促進するといわれる (Anderson，

Anderson， Dorr， DeNeve， & Flanagan， 2000)。

組織行動に関しては， 1sen & Baron (1991)が，

従業員の職場での感情状態が良いか悪いかによって

従業員が組織市民行動を示す程度に違いが出ること

を示唆した。その後， George (1991)や George& 

Brief (1992)が，ポジティブな気分の従業員は組織

市民行動をより多く行うことを示した。この理由に

ついて George(1991)や 1sen& Baron (1991)は，

①ポジティブな気分にある従業員は職場で他の従

業員をよりポジティブな見地から見るようになるた

め， ② ポジティブな気分が社会的自覚状態を高め

るので従業員はすすんで向社会的行動を行う，そし

て③ポジティブな気分を経験した従業員がその感

情状態を保持しようとするため，と説明している。

これらの理論的説明からすれば，従業員の感情状態

がポジティフ守になっていれば組織市民行動は促進さ

れると予測される。 一方，従業員のネガティブな気

分が組織市民行動を抑制し，組織報復行動を促進す

ることを示すいくつかの研究がある。 Skarlichiet 

al. (1999)の研究では，組織報復行動は組織におけ

る公正と従業員のネガティブな感情によって規定さ

れることが見出された。組織報復行動と類似した行

動である組織での逸脱行動について検討したAquino，

Lewis， & Bradfield (1999)においても，職場でのネ

ガテイブ、な気分は従業員の逸脱行動を生じさせやす

かった。

組織における公正，職場における気分，組織市民行動

および組織報復行動に関する連鎖的モデル

以上のように， これまでの多くの研究によって，

組織における公正と職場における気分が組織市民行

動や組織報復行動に影響を及ぼすことが明らかに

3)ネガティブ‘な気分が援助行動におよぽす効果は，研究の条

件によって必ずしも一貫した結果を得ていない (Carlson& 
Miller， 1997)。



なった。それでは. これらの要因の闘連性はどう

なっているのであろうか。まず組織における従業員

の行動が彼らの処遇のされ方が公正であるかないか

によって.彼らの職場での感情や気分に影響を及ほ。

す。すなわち，従業員の職場での感情は従業員の処

遇の手続きや結果が公正であればポジティブに，不

公正であればネガティブに変化する (e.g.，Weiss， 

Suckow， & Cropanzano， 1999)。特に，不公正な経験

や処遇がネガティブな感情を生起させることは.

Adams ( 1965 ) の衡平理論以来， 一員して指j~j され

てきた。衡平理論によれば，従業員が他者と比較し

て自分の処遇が不当であると判断すると，嫉kイlや25

りといったネガティブな感情が~I::. じる。 Mikula ら

による研究 (Mikula，Scherer， & Athenstaedt， 1998; 

Mikula， Petri， & Tanzer， 1990)では，不公正に対す

る反応として人はしばしばネガティブな感情(興洛，

悠り ， 狂気，悲嘆など)を II~，目された出来事として

記述した。これらの研究はまた，対人的公正の欠如l

が最も強いネガティブな感情を生起させることを

質して示している。 Biesとその共同研究者(Bies，

2001; Bies & Moag， 1986; Bies & Tripp， 2001)は，

人が不公在に対してしばしば損失/利得分析に )i~づ

かない感情的な反応をすることを指摘した。一方，

いくつかの研究は，公正な処遇に対する反応として

のポジティブな感情を示唆している。 Tyler(1984， 

1990)の研究では，公正な実証見分や裁判手続きが

行われたと認められるときには，人々は笹祭やfJHlj

の'l'ljtfとに対して好意的に評価liした。そこで，本研究

の目的の一つは，組織における公正が職場における

気分に及ほ会す影響について検証することである。検

証する仮説は，以下の通りである。

仮説 1-1 手続き的公正が高く評価されるほど，

人々の職場での気分はポジティブに，低く評価され

るほど人々の気分はネガティブになるであろう。

仮説 1-2 対人的公正が高く評価されるほど，

人々の職場での気分はポジティブに，低く評自lIiされ

るほど人々の気分はネガティブになるであろう。

そして次に，従業員がポジティブな感情になるこ

とによって，従業員の職場での向社会的行動が多く

生じる (e.g.，George， 1991; George & Brief， 1992; 

Smith， et al.， 1983)。従業員による自発的な向相 会

的行動は，結果的に組織の機能を促進させ.いわば

iH，故場の潤滑川IJの役割を十日うことになる。ープJ.
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喚起されたネガティフごな感悩は職場でのコンフリク

卜を生じやすくさせ (Baron，1993; Cropanzano & 
Baron， 1991)，組織の機能を阻害する行動を従業員

に起こしやすくさせる(Isen& Baron， 1991)。そう

した行動により，結果として組織の機能は低下する

であろう。そこで，本研究のもう一つの目的は. J倣

場における気分が組織市民行動およひ:mll織報復行動

に及ぼすl;~~!咋について検証することである。 J検1杉険d食:..~.Iυ，j訓j

る仮説は'以 Fの通りである。

仮説 0-1 組織市民行動は.ポジティフ、な気分

によって促進されるであろう。

仮説 0-2 me織市民行動は，ネガティブな気分

によって抑制されるであろう。

仮説 0-3 組織報復行動は，ネガティ ブな気分

によって促進されるであろう。

仮説 0-4 m繊報復行動は，ポジティブな気分
によって抑制されるであろう。

これで.組織における公正→職場における気分，

職場における気分→組織市民行動および組織報復

行動という図式が仮定された。すなわち，組織での

不公正な処遇は従業員のネガティブな感情を|喚起

し公正な処遇はいくらかポジティブな感情をもた

らす。ここでさらに，組織における公正が峨場にお

ける気分に影響を与え.さらにその影響が組織市民

行動もしくは組織報復行動に影響を及ぼすというつ

ながりを示唆する議論がある。 Tedeschi& Felson 

(1994)によれば，人は不公正な処遇に耐えるだけ

であったり不卜分な補償で我慢した経験がある場

合.そうした経験がない場合に比べて，ある不愉快

な出来事をきっかけに激しい攻撃的反応を起こすこ

とがあるという。また， Skarlicki et al. (999)によ

れば.組織報復行動がもっとも起こりやすくなるの

は，分配的公正と手続き的公正がともに低く評価さ

れ，かつネガティブな感情が高い条件であった。こ

の結果は，組織報復行動が組織における不公正の認

知lとネガティブな感情との結びつきによって規定され

ていることを示唆している。さらに， Lewichi， Poland， 

Minton， & Sheppard (1997)によれば，上司の部 Fに

対する扱いや決定までの手続きが不公正であると，

従業員に悠りの感情が生じ，そのことが自分の会社

への誇りを失わせたり，仕事を意図的に遅らせたり

無断欠勤といった 「附lirjの窃盗 (timetheft) Jを行

いやすくすることを示した (Figure1)。



( ¥28 ) 

山田 口
物

Figure 1 Lewichi， Poland， & Minton (1997)によるT!Jf

究結果の概要

斜線入りの矢1"11は負の相|主|を表す。

そこで本研究の目的の3つ自は，従業員の組織に

対する公正(あるいは不公正)の認知はポジティブ

な (あるいはネカ寸ティブな)気分を喚起し，それら

の気分が組織市民行動(あるいは組織報復行動)に

影響を及ぼすという連鎖モデルを検~íl することであ

る。検証する仮説は，以下の通りである。

仮説皿 職場での人々 の気分は，組織における

公正と組織市民行動ならび、に組織市民行動との関連

性を媒介するであろう。

方法

調査票配布・回収方法

司;~J査は 3iill りの方法によって行われた。 3 通りの

方法を用いた理由は，できるかぎり地域や規模，業

種の異なる組織から回答者を得るためであった。

1.企業関係者に直接依頼し，調査禁を一括送付し

て従業員に回答してもらい，その後依頼者が調

査票をまとめて返送した(委託調査)。

2.広島県にある大学で社会人を対象とした講座を

JW請した 54名のうち，現在会社(組織)に勤

務する人に無報酬で、回答に部l査票への|協力に応

じてくれるよう要請した(集合訓査)。

3 東京都内の大学の心J:lli学科の名簿から民間企業

や公的機関に勤務する卒業生 259名をランダム

に選び，調査禁を郵送し回答の後返送してもら

うよう要請した(郵送調査)。

調査回答者

委託調査によって， 5社の企業に 106部が送付 さ

れ. 67名の回答が返送された(回収率 63.2%) 0 ~!l~ 

効回答 1名を除く 66名の回答が分析対象となった。

集合調査では，大学の社会人講座で 22名が回答に

応じた。郵送調査による回答者数は，転居先不明の

481:1と.巨|答者がすでに企業や公的機関を退職し

て長J~] IWJ経っ たことや，すでに本人が物故したこと

などを理由に回答を辞退した 10名とを除く 2011:1 

のうち， 132名の回答が回収された (1豆|収率 65.2%， 

無効回答なし)。

合計， 220名(男性 :166名，女性:54名， 平均

年齢 :42.5 歳 ， 年齢レンジ ・ 24 ~79 ti&.，平均勤務

年数 13.3年)が分析の対象となった。巨|答者の

組織におけるn削立. lfii¥種，および組織の規模は，
Table 1の通りであった。

調査実施期間

1999年 10月から 2000年2月にかけて行われた。

調査項目

組織市民行動尺度 田中 (2002) によって作成さ

れ信頼性が碓認された日本版組織市民行動尺度か

ら， 15項目が用いられた。すなわち，日:1"1](2002) 

で示された 5つの下位尺度(対人的援助，誠実さ，

職務上の配慮，組織支援行動.清潔さ)からそれぞ

Table 1 調査回答者の特位

職 位 ijiW 種 企業規模(従業員数)

一般社員 81名 (36.8%) 製造部門 田10名 ( 4.5%) 1~ 4名 121:1 ( 5.5%) 

班長 ・lfIW長 10名 ( 4.5%) 事務 . 72名 (32.2%) 5~ 29名 511:1 (23.2%) 

主任 ・係長 51名 (23.2%) サーn・販売・. 30~ 99名 37名 (16.8% ) 

課長 291:1 営業部台門 62名 (28.2%) 100~499名 : 38名 (17.3%) (13.2%) 

部長 14名 ( 6.4%) 技術・開発 45名 (20.5%) 500~999名 13名 ( 5.9%) 

本部長 ・局長 28名 (12.7%) 商工自営 11名 ( 5.0%) 1000名以上 691:1 (31.4%) 

その他. 2名 ( 0.9%) その他 18名 ( 8.2%) 

不明 : 5名 ( 2.3%) 不明 : 5名 ( 2.3%) 



~， 3 J貞日がi;aばれた。これらの1良日は， IEl'll (2002) 

の分析結果において，下位尺j変を桝成するJW臼の中

で最も囚ーjι負荷量が大きいものであった。"対人的

媛助"は職場内や組織内で他者に対して直彼援助の

手を恭しのべる行動を表し ・誠実さ"はまじめで

誠実な{t~}l ぶりを表す項目から椛成される。 ''I[f

上の目配日慮"はi峨|蛾故場での仕事がスム一スに進f千行一-Jするよ

うに他苫に配!慮意する行重叡動リ拘Jを表し組織支緩行動"

は山主的に自分の会社や組織の宣伝をしたり プライ

ベー 卜でも自分の会社や組織に良かれと行動する項

目から柿成される。 また“清潔さ " はl峨場 |刈 を I~I 発

的に整理主~ iilï'lする行動のよ貰白から構成される(項目

内容についてはTable2参照)。これらのよ良目は 5
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段階(1 “ ま っ たく行わない '~ 5 :・・つねにわう")

で評定された。

組織報復行動尺度 Skarlicki & Folger (1997)に

よる 17項目からなる組織報復行動尺j立を田中 (2001)

が日本語訳して作成した組織報復行動尺度から 6項

目が用いられた。問中 (2001)の研究では.組織報復

行動尺度は 2つの下位尺度から椛成されていること

が示された。すなわち.職場で上司や同僚との対人

関係に支障をきたすhillJJを表す “対人的逸脱行為"

と， 仕事の能不や生協.，ド[:を紋意に低く する行動を表

す “怠業"である。本研究では，2つの下位尺度か

らそれぞれ 3 項目が~ばれた(項目 内容については，

Table 2を参照)0 I旦|答省は職場において各項目に示

Table 2 本州究での分析で用いられた項|三|

手続き的公正

X01 会社(組織)のシステムや手続きは、社以が物事

の決定に必要な情報を正確に集めることができる。

X02 会社(組織)のシステムや手続きは、 |問題を適切j

に処辺!するように機能している。

X03 : 会社 (車| 凶占) のシステムや手続きは、主l:~がrrl~

な決定に1)[1して意見を述べる機会を |分に設けている。

対人的公正

X04 :わたしの上司は、社員に対して誠尖な対応を心が

けている。

X05 :わたしの上司は、ある決定をしたりそれを実行す

る際、社員に適時情報をフィードパックする。

X06 :わたしの上司は、私を社員の 人としてヰjl唱して

くれる。

ポジティブな気分

Xllいきいき した
X12活気のある

X13 :立気感んな

X14 :活動的な

ネガティブな気分

X07:いらいらした

X08 :↑i五ましい

X09 :神経質な

X10 :恐ろしい

組織報復行動尺度:対人的逸脱行為

X15 自分の上司の指示に背いた。

X16: 1百H貨を!!l¥t!'lした。
X17 :他人に自分の会社 (組織)についてひどいことを話

した。

組織報復行動尺度 怠業

X18 :コーヒー ・ブレイクや昼休みの|時間を延長させた。

X19 仕事中に個人的な問題に時間を使った。

X20 意図的にゆっくり働いた。

組織市民行動尺度 :対人的援助

X21 多くの仕事を抱えている人の手助けをする。
X22 :仕事ヒの トラブルを抱えている人を、進んでTU)J
けする。

X23 休んでいる人の仕事を代わりに手伝ってあげる。

組織市民行動尺度 :誠実さ

X24 不必要に(:L~J_;:の手を休めないよう心がける。

X25 仕事中に必12:以上の休息をとらないようにする。
X26 仕事中は無駄な会話でlI~f問をつぶさないようにする。

組織市民行動尺度 職務上の配慮

X27: iJ: ~J~で川巡いに気がついた らすぐにそれを ifす。
X28: _'J主受けた仕事は鼠後まで責任をもって実行する。

X29・l当分の仕事に泊立を行き届かせる。

組織市民行動尺度 ・組織支援行動

X30: I当分の会社(組織)が開催するイベントの情報を

自主的に紹介する。

X31 仕事のiLJ以外でもfi'H盛的に自分の会社(組織)を
宣伝する。

X32 優秀な人材を向分の会社(組織)に入るように納める。

組織市民行動尺度:清潔さ

X33 職場では机はいつもきれいにし、汚さないように

努める。

X34: IIi~lJi}て‘は |主| 分の身の同 りをきれいに帰除する。

X35 ・ 文具 Jil1 ・ 1ì~ítÉ ，'ñ') を使いやすいよ うに整理 し目出世する。
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された行為をおこなったことがあるかどうかについ

て， 5段階 (1: “全くない"~5 ・ “頻繁にあった")

で評定した。

公正尺度 本研究で用いられた公正に関する尺度

は，手続き的公正，対人的公正の2つからなってお

り， これらは代表的ないくつかの先行研究をもとに

旧中ら (1998)が作成したものである。 本研究で

は，各々の尺度から 3項目が選ばれた(項目内容に

ついては， Table 2を参照)。すべての項目は5段階

(1: “全く そう思わない"~5 ・“非常にそう思う")

で評定された。

職場における気分に関する尺度 Brief， Burke， 

George， Robinson， & Webster (1988)による職務感

情尺度 リobAffect Scale)を構成する項目の 8項目

を用いた。この尺度は， Watson & Tellegen (1985) 

の研究をもとに作成された職場での一週間の気分を

問う 20項目からなるチェ ック リストである。本研

究で用いられた項目は， Burke， Brief， George， 

Robinson， & Webster (1989)によって分析され，整

合性が高いと認められた 12項目の中から 8項目を

選び，使用した。回答者は，過去 1週間を振り返っ

て勤務中どのように感じていたかについて回答する

よう教示された(項目内容については，Table 2を

参!被)。各項目は，いずれも 5段階評定 (1:“ほと

んど当てはまらない"~ 5: “非常に当てはまる")で

回答された。

その他，巨|答者の個人属性(年齢，性別等)に関

するフェイスシート項目が用意された。

結果

仮説 Iから 直に基づいた分析モデルを設定し，

Table 2に示された項目を観測変数とする構造方程

式モデルによる分析が行なわれた。分析の結果，適

合度指標の結果は，NFI (Bentler-Bonne此normedfit 

index) = .954， CFI (comparative fit index) = .980， TLI 

(Tuker-Lewis index) = .976， RMSEA (root mean 

square enor of approximation) = .059であ り， 十分に

高い値が得られた。これらの結果は桝成されたモデ

ルが機本共分散行列を十分説明できたことを示して

いる。5%水準で有意だった標準化解が，Figure 2 

に示される。分析で用いられた概念変数を梢成する

観測変数のパス係数はいす、れも高い値 (.446~.897) 
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Figure 2構造方程式モデルによる分析結果

図中に示されたパス係数はすべて 5%水準で有意な値である。

実線で示されたパスは正の値、破線は負の{直である こ とを示す。 双方向の矢印は、 f~ll刻係数を示す。



が示された。これらの結果は，いずれの概念変数も

適切な問視11変数(調査項目)によって測定されたこ

とを示している。

組織における公正から職場における気分の関係

手続き的公正からネガティブな気分 (-.190) と

対人的公正からネガティブな気分(-.162) さらに

対人的公正からポジティブな気分 (.336)のパス係

数が有意であった。手続き的公正からポジティブな

気分のパス係数 (.091)だけが有意ではなかった。

これらの結果は，手続き的公正あるいは対人的公正

のいずれかが低く評価li されると I[r~場でネガティブな

気分が生じ.対人的公正が高く評(illiされると織場で

ポジティブな気分が生じたことを示している。

職場における気分から組織市民行動の関係

ネガティブな気分からのパスは，清潔さ(ー.145)

へのパス係数のみが有意で，銭りのパス係数は有意

ではなかった(対人的援助;一.053. 誠実さ;一049.

職務上の自己)悲;-.095，組織支援行動;-.061)。ポジ

ティフな気分からのパスは，対人的援助 (.401)，誠実

さ(.360)，職務上の配慮 (.354)，組織支援行動 (.433)

へのパス係数が有意で，清潔さへのパス係数 (.050)

のみが有意でなかった。これらの結果は. 1fI¥1i場での

ネガティブな気分が組織市民行動のうち， !fi~場で自

分の身の回りをきれいにする行為に代表される清潔

さを}ilJ制し，ポジティブな気分が逆に清潔さ以外の

組織市民行動を促進したことを示している。

職場における気分から組織報復行動の関係

ネガティブな気分からのパスは，井対|人的逸)脱15悦l兄G'h為

(.435ω) と怠怠、業(.1日50ω)へのパス係数がいず

であつた。ポジティブな気分からのパスは.怠業へ

のパス係数(-.212)が有意となり，対人的逸脱行

為へのパス係数(-.041)は有意でなかった。これ

らの結果は， 職場でのネガティ ブな気分が組織報復

行動を促進し，ポジティブな気分が仕事を意図的に

遅らせるといった怠業を促進したことを示してい

る。

考察

本研究では.組織市民行動ならびに組織報復十J.m))

の規定要因に閲する連鎖モデ、ルの迎合性が検討され
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た。ます第 1に.手続き的公正からネガティブな気

分への有意な負の影響力が見出された。しかしなが

ら，手続き的公正からポジティフ、な気分への影緋力

は有意ではなかっ た。 これ らの結果は， 手続き 1Y~公

正が低く評価されるほと、人々の気分はネガティブに

なったが，手続き的公正が高く評価されると人々の

気分はポジティブになったとはいえないことを示し

ている。したがって.仮説 1-1は部分的に支持さ

れた。対人的公i:r:からポジティブな気分とネガティ

フな気分への影響力は.いずれも有意であった。こ

の結果はー対人的公Tfが高く評価されるほど人々の

職場での気分はポジティブになり，低く詳細liされる

ほど人々の気分はネガティブになることを示してい

る。したがって，仮説 1-2は支持された。

第2に，ポジティブな気分は.組織市民行動の 4

つの下位尺度(対人的援助.誠実さ，職務ヒの配H¥:i:.

組織支援行動)に対して有意な正の影響力を示した。

言い替えれば.I旦|答首のI[i的場での気分がポジティブ

なときには， 巨|答答-f苫苦は|刷封つている同{僚奈を助けたり

(対人的援月助}J)λ，(仕一j上u事~:r.互訂r一

く (誠実さ)上. 泊注.~意z しながら 臼仕4 毛司事l:\.主 を進め (1[，峨I峨依削1務労上の

配l庖告、)上.1[，峨I倣彼I場場長易Jの外でも |じ自.':1分の綻組l繊に良かれとf行行'1:ill到動u均j 
(組織支媛行E動V)け)したといえる。この結果は.組織

市民行動がポジティブな気分によって促進されるこ

とを概ね示しているので，仮説 JI-1は支持された

といえる。さらに，ポジティブな気分は組織報復行

動の下位尺度で怠業に対して有意な負の影響力を示

したが，対人的逸脱十l為に対しては有意な影響力は

示されなかった。この結果は，組織報復行動のうち

の怠業がポジティブな気分によって抑制されること

を示している。言い償えれば.回答者がIf出場で、の気

分がポジティブな11寺には，休み11寺聞を勝手に引き延

ばすような行為(怠業)は行いにくかった。従って，

仮説 JI-4は音11分的に支持された。

第3に.ネガティブな気分は，組織報復行動に対

して有意な正の彬寺町力を示した。この結果は，組織

報復行動がネガティブ、な気分によって促進されるこ

とを示している。言い償えると.回答者が職場でネ

ガティブな気分でいるH、jには!fi'車場の同僚や上司に!!t(

礼な言動(対人的逸脱行為)や.仕事を意図的に遅

らせること(怠業)を行いやすかった。したがって.

仮説 JI-3は支持された。ネガティブな気分は，さ

らに組織市民行動の下位尺度の清潔さに対してのみ
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有意な負の影響力を示し，残りの4つの F位尺度に

対しては有意な影響力を示さなかった。言い替える

と，回答者の職場での気分がネガティブな時には，

11"1答者はl倣場での身の回りの整理強頓や清帰(清潔

さ)をしなくなるものの.それ以外の組織市民行動

にはあまり変化がなかった。この結果は，組織市民

行動がネガティブな気分によって抑制されることを

必ずしも反映したものとはいえない。したがって，

仮説 ll-2は支持されたとはいえない。

気分の組織市民行動に対する影響力については.

消潔さが他の下位尺度とは児なるパターンを示して

いた。すなわち，清潔さはポジティブな気分の影響

を受けず，ネガティブな気分によって影響された。

このような結果が生じたJllI1'1=1の一つはーこの下位尺

度が内容的にも他の 4 つの下位尺J~ とは異なっ てい

たことがあるかもしれない。問中 (2002)によれば.

i ，~f潔さはこれまでアメリカ ':1"心に作成された多くの

組織市民行動尺度にも現れていない独自の次元であ

る とされる。 ともあれ，組織市民行動にJ[i~場での気

分が何らかの影響を及ぼすことは，本研究でー貸し

て認められた。

第 4に， ネガティブな気分が組織下1;民行動を抑制

する効果(仮説 n-2)は認め られかったものの，

それ以外の仮説は概ね支持された。さらに媒介変数

である職場における気分を除去して修正モデルを作

成し，それを椛造方程式モデ‘ルによって分析した結果，

迎合度指際は， NFI=.959， CFI=.978， TLI=.973， 

RMSEA=.071となり，これらの数値は媒介変数が

あるモデルよりもやや低かった。したがって，職場

での人々の気分を媒介とする組織における公正と組

織市民行動ならび‘に組織市民行動との関連tl:が示さ

れたので，仮説班は支持され，本研究で提示された

述鎖モデル(組織における公正→職場における気分

→組織市民行動 ・組織報復行動)は検tilされたとい

える。本研究での連鎖モデルは. I~I 分の給与や処遇

にかならずしも結びつかない組織市民行動や上司に

見つかれば自分に不利な結果 (制裁や懲罰)が降り

かかりかねない組織報復行切jを，なぜ従業員が行う

かを考える上で参考になる。そもそも.損失/利益

分析からすればこれらの行動は書IJが合わず，筋の通

らないものである。けれども， Wright， Taylor， and 

Moghaddam (1990)が述べたように，人々の行動が

出失と利得に基づく合理的ilf1illIからしばしば逸脱す

るのは， EI'i市の出来事に対する公正か不公正の評価11

に感情的要素が関与しているからなのだろう。

さらに本研究の結果は，組織の管埋についていく

つかの示唆を与える。すなわち，組織市民行動を促進

し組織報復行動を抑制するための施策として.① 会

社や組織のシステムや手続きを従業員にとってー貸

したものにすること， ②会社や組織の行った重要な

決定に閲して従業員が説明を求めたり情報を要求で

き.③ 従業員に意見を述べる機会を十分に与えるこ

と，さ らに④ 従業員の上司は部下に誠実な対応を心

がけ.⑤ 自11下を軽んじることなく親身になって考え

ることが必要となってくるであろう。①②③ は手

続き的公正に該当し，④ と⑤ は対人的公正に該当

するが，これらの施策によって従業員は自分たちの

処遇を公正であると認めることにより，組織の管理

に対してネガティブな気分は解消されポジティブな

気分が喚起される。その結果として組織の機能は促

進されるであろう。また，ネガティブな気分は組織

報復行動のうち対人的逸脱行為に対してより強い影

響を及ぼした。このことは，従業員のネガティブな

気分が職場内で‘の対人関係を倣抜しかねないことを

示唆している。このことから，従業員の業務に対し

て不適切な(非建設的な)フィードパックをできる

限り行わないことや従業員の成功を袋めず失敗をこ

とさ ら谷める雰囲気を改めるといった組織的環境の

改普も必要であろう。
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